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全面自由化後も残る
一般電気事業者の優位性
◉イコールフッティングでないことの自覚を

複数の部門を兼営あるいは複数市場
に供給することで、全体の費用を下げ
るないしは供給する財の価値を上げる
効果を「範囲の経済」という。今回は
この効果に注目し、託送料金と、従来
の一般電気事業者と新電力の競争上の
イコールフッティングを議論する。

（範囲の経済性と費用配付）
Ａ市場を料金が規制された独占市
場、Ｂ市場を自由化された市場とする。
仮にある企業がＡ市場のみに供給する
と100の費用、Ｂ市場のみに供給する
と100の費用、両市場を同じ持株会社
の下にある子会社あるいは同一会社で
供給すると180の費用がかかるとする。
同時に供給することで20費用が低下す
る。これが範囲の経済である。単独で
営んでいてもそれぞれ一人担当者が必
要だが、兼営していても一人で済む、
繁閑期がずれているため兼営の方が少
ない人員で済むなどのケースを念頭に
置くとわかりやすいだろう。
範囲の経済性が（実際には多様な局
面で現れるが）仮にこの共通部門での
人件費削減効果から発生するケースを
考える。共通部門の人員は半分の時間
を各部門のために使っているとする。
Ａ市場の価格は費用ベースで規制さ
れているので、規制料金を決めるため
にはＡ市場の費用を確定する必要があ
る。考えられる算定方法は３つある。
ひとつはＡ市場単独で供給したときの

費用をＡ市場の費用として算定する方
式（単独方式）で、この場合費用は
100となる。もうひとつは総費用からB
市場単独で供給したときの費用を引い
た額をＡ市場の費用と見なす方式（差
分方式）で、この場合費用は80となる。
最後が共通費用を一定の基準に基づい
て両市場に配分する方式（配賦方式）
でこの場合費用は90となる。
単独方式は範囲の経済の利益をすべ

て競争市場に帰属させる方式で、明ら
かに不公正である。実際この方式が採
用されることは稀だが、規制部門の費
用の上限を測るためなら意味がある。
差分方式は範囲の経済の利益をすべて
規制部門に帰属させるもので、２部門
を兼営できない新規参入者とのイコー
ルフッティングの観点からは採用され
るべき方式である。しかし現実には配
賦方式が採用されている。単独方式よ
りはましだとしても、送配電部門を同
一（持株）会社のもとに持つ発電・小
売り部門が新規参入者より非効率的で
も競争で勝てる制度である。

（部分自由化と配賦方式）
配賦方式は両市場が共に規制市場で

あれば自然な方式である。例えばＡ市
場が小口小売り市場、Ｂ市場が大口市
場だとして、共に独占市場であれば、
配賦方式で共通費用を公平に配分する
のは自然。ここで大口市場だけが自由
化されたとして、差分方式に移行する

ず、送電線利用ルールや託送料金体系
には、先着優先ルールやエネルギーの
地産地消に著しく不利な費用配賦な
ど、公正とは言い難いものが数多く
残っている。少しでもイコールフッティ
ングに近づけるように今後も改革の努
力を続けることが基本だが、それでも
残る旧一般電気事業者の優位性がある
ことを、制度設計に携わる者も事業者
も正しく自覚することも重要である。
一般電気事業者はただでさえ大きな
優位性を持っている。地域独占時代、
制約のきつい地域に上限量の電源を建
て、後発の参入者は「原因者負担」と
称して追加送電投資に伴う多額の費用
負担を強いられる、一般電気事業者は
自社の大規模電源建設に先立ってあら
かじめ投資した送電投資費用も安定供
給のためとの口実で一般負担に回せた
としても、新規参入者はこの特権を享受
できないことなどがその典型例である。
旧一般電気事業者は全面自由化後も
①小売り・発電市場での支配的事業者
として、②総括原価と地域独占と公益
事業者特権で守られた時代に競争優位
を築いた特権的な公益事業者として、
③託送事業を同一（持株）会社のもと
で兼営する特権を持つ事業者として、
特別な責任を負っていることを自覚す
べきだ。少なくとも自社に都合のいい
ときにだけイコールフッティングを声
高に主張する前に、自社の持つ特権と
責任を自覚すべきである。

のは問題がある。従来配賦方式で相応
に範囲の経済の利益を享受した大口需
要家が、部分自由化に伴ってその利益
を失い、自由化によって料金が上がり
かねない状況になるのはいかにも不公
正だからである。部分自由化に移行後
も配賦方式を維持したのにも合理性は
ある。しかし、全面自由化後の、発電・
小売り部門と託送部門の費用配賦を、
従来通りに行って良いかは別問題だ。
さらに信じがたいことに、今回の託
送料金申請では一部単独方式に基づく
ものもあった。発電所内に送配電設備
があるケースなどである。発電所がな
くても送配電に必要な費用はすべて託
送側に寄せ、差分を発電原価とする算
定で申請された。これは当然査定され
ることになるが、そもそも考え方が根
本的におかしい。この点を審査委員会
が気付いたからいいようなものの、一
般電気事業者がイコールフッティング
の重要性を全く自覚していない証左だ
とすれば、これは氷山の一角で、ほか
にも不合理な費用が託送料金に積まれ
ている可能性も否定できない。

（今後も残る不公正なルール）
発電・小売り部門での単独供給にか

かる費用を正確に測るのは簡単ではな
く、現実に託送料金算定に差分方式を
導入するのは難しい。従って兼営の利
益を競争部門が享受する状況は簡単に
は解消しないだろう。この問題に限ら
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